
2C2 我が国製造業の 空間集積に関する 一考察 

0 中田哲也，田中 誠徳 ( 科技庁・科学技術政策研 ), 権 田令 治 ( 東海大国際政策科学研 ) 

1  は じめに 

あ る産業が特定の 地域に集中して 立地すること ( 集積すること ) によりメリッ 

トが生じることほ 、 古くから指摘されていることであ る。 

例えば、 A. Marshall は、 集積立地することによりメリットが 発生するメカ 

ニズムとして、 以下の 3 点を指摘している。 

① 特殊技能労働者による 労働市場が形成されること。 

② その産業に特化した 非貿易投入 材 ( 中間投入 財 ) が安価に提供されること。 

③ 情報伝達の効率化や 技術の波及促進の 面でも有利になること。 

我が国においても、 各地に伝統的産地がみられるが、 近年、 我が国製造業を 取 

り 巻く経済社会の 枠組みが大きく 変化しつっあ るなかで、 これら産地を 含む我が 

国における事業所立地は 大きな影響を 受けている。 

本稿においてほ、 近年における 製造業の事業所立地や 集積の動向を 概観するこ 

とにより、 旧来型でない 新たな産業集積の 動きがみられることにっいて 明らかに 

し 、 地域における 企業立地と経済活性化に 向けた施策検討の 一助とすることを 目 

的とする。 

2  ジップ の法則と我が 国製造業の事業所立地 
アメリカにおける 都市の人ロ と 、 その規模順位の 間には、 対数線形に近い 関係 

があ り、 かっ、 その傾きがマイナス 1 に非常に近いことが 知られている。 いわゆ 

る ジップ の法則 (Zipfs law) と呼ばれるもので、 P. Krugman は、 これを、 「ラ 

ンダム な 成長から秩序が 生じる自己組織化」の - 例としている。 i 

我が国製造業の 立地状況について、 工業統計のデータを 用い、 横軸に事業所数 

の対数、 縦軸に事業所数の 順位の対数をとり、 47 都道府県のデータをプロット 

すると、 両者の間には、 ジップ の法則と極めて 類似した相関がみられる ( 図 1 ) 。 

時系列的にみても、 この 20 年間において 経済社会が大幅に 変動したにも 関わ 

らず、 事業所数順位 1 位及び 2 位の東京都及び 大阪府において 事業所数が減少し 

たことを除けば、 その相関のパターンにはほとんど 変化がないということは、 事 

業所の立地そのものにも 何らかの規則性が 内在していることを 伺わせるものであ 

る 。 

3  近年における 我が国製造業の 動向 

( 1 ) 全国の動き 

1985 ( 昭和 60) 年 ～ 94 ( 平成 6 ) 年の 10 年間における 我が国製造業の 事業 

所数の動向を 概観する。 使用したデータは 通商産業省「工業統計表」であ るが、 こ 
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図 「事業所数とその 規模順位 ( 都道府県 毎 ) 
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れるし、 また、 逆に、 都道府県の境界をまた い で産地が形成される 場合もあ る ) 。 

次に、 「集積」 をど う 把握するかであ る。 集積とは、 あ る特定の業種が 一定の 

空間に集中して 立地している 状況を指すが、 この状況を定量的に 把握する手法と 

しては、 例えば、 可住地面積当たりの 事業所数といった 捉え方もあ る。 2) 

しかしながら、 この捉え方だと、 当然ながら大都市部において 集積が顕著とな 

る 傾向があ り、 本稿の目的であ る地域の特色の 把握といった 面からは適当ではな 

いため、 特化係数 ( その都道府県における 当該業種の構成比 / 全国における 当該 

業種の構成比 ) を集積を捉える 指標として用いることとする。 

さて、 冒頭に紹介した A. Marshall が言 う ような集積のメリットが 普遍的に 

存在すると仮定すれば、 集積している 産業はますます 集積の度合いを 高めていく 

ことが予想される。 

しかしながら、 85 年と 94 年の特化係数 ( 地域別・業種別 ) を比較しても、 そ 

の地域に集積している 産業はますます 集積の度合い る 高めているという 事実はみ 

られない ( 図 2  )0 

図 2 特化係数の推移 ( 都道府県別、 業種別 ) 
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資料 : 通商産業省「工業統計表」 
注 : 産業分類の見直しに 対応して組み 替える行っている。 

4  構成比を高めつつ 集積のみられる 衣服等製造業 

次に、 地域別・業種別に、 構成比と特化係数の 動きを合わせてみることとする。 

図 3 は、 縦軸に当該都道府県における 当該業種の構成比の 推移 (85 ～ 94 年の 

ポイント 差 ) 、 横軸に当該都道府県における 当該業種の特化係数の 推移 (85 ～ 94 

年のポイント 差 ) をプロットしたものであ る ( 図 3)0 
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資料     通商産業省「工業統計表」 

注     産業分類の見直しに 対応して組み 替えを行っている。 
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5  衣服等製造業の 集積の状況と 出荷額の神 び 

前節において、 衣服等製造業については、 いくつかの地域において、 「新たな 

集積」とも言える 特徴的な動きがみられた。 それでは、 これら地域においては、 

いわゆる「集積のメリット」を 享受していると 言えるのであ ろうか。 

図 5 は、 85 年の特化係数と、 85 ～ 94 年の 10 年間における 製造品出荷額等の 

増減率との関連をみたものであ る ( 図 4(1)) 。 

これによると、 従来から衣服等製造業に 特化していた 地域、 い わゆる伝統的な 

産地においては、 その出荷額の 伸びは小さく、 逆に特化係数が 1 より小さい地域 

( 衣服等製造業の 構成比が全国平均よりも 小さかった地域 ) において、 出荷額は 

大きく伸びている 状況がみられる。 すな ね ち、 伝統的産地における 集積のメリッ 

ト はみられない。 

次に、 1 時点における 特化係数ではなく、 その推移をみた 場合が図 4(2) であ 

る。 横軸が特化係数のポイント 差 、 縦軸が出荷額の 伸びであ る。 これによると、 

特化係数を高めている 地域においては 出荷額も伸びているという 相関が、 かなり 

明確に現れている。 

以上の考察から、 衣服等製造業に 関して言えば、 伝統的産地においては 出荷額 

の伸びは低迷しているものの、 近年、 特化係数を高めている ( 新たな集積が 進ん 

でいる ) 地域においては、 出荷額も伸びているという 状況がみられる。 

図 4(1) 特化係数 (85 年 ) と出荷額の伸び ( 衣服等製造業 ) 図 4(2) 特化係数の変化と 出荷額の伸び ( 衣服等製造業 ) 
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資料     通商産業省「工業統計表」 

注 : 産業分類の見直しに 対応して組み 替えを行っている。 

注 : 1) クルーグマンは、 「自己組織化の 経済学」 (1997 、 東洋経済新報社 ) において、 自己組織化の 

2 つの原理として、 「不安定から 生じる秩序」と r ランダム な 成長から生じる 秩序」を上げ、 後 

者について、 「地震から小惑星の 衝突まで、 さまざまな事例の 規模分布が べキ乗別 に従ってⅠ お 

り 、 特に部市の規模分布は、 「どの点からみても 驚くほど一貫した 経験則になっている」として 

いる (p.156)0 
2) 例えば、 中小企業庁 編 「中小企業白書」平成 10 年度版 (p.196) においては、 産業集積地域 

として、 「従業者 4 人以上の製造業事業所が 190 以上存在する 市区町村を選び 出し、 その事業所 

数を可住地面積で 除した事業所密度の 高い順」に抽出すること 等の手続きにより 175 市町村 (33 
道府県 ) を選定し、 分析している。 
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